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平成１７年度地域中小企業組合実態調査結果の概要について 

 
平成１８年１月 

山口県中小企業団体中央会 

 

＜本調査結果のポイント＞ 

 

過去５年間の組合員の増減について調査したところ組合員数が「減少」したと

回答した組合は、206 組合（57.1%）で、「増加」したと回答した組合の３倍近い

構成比率を占めており組合員の減少傾向が強くなっている。 

脱退した組合員の脱退理由をみると「倒産・廃業などによる事業停止」が 194

組合（45.8%）で最も多く、次いで「事業の縮小」69 組合（16.3%）、「事業意欲の

減退」59 組合（13.9%）となっている。組合員の脱退理由は、組合の組織運営上

の問題というよりも経済環境の変化、厳しさを反映している。 

組合の主要財源を第１位から第３位までの合計で見ると「賦課金・会費」

（40.0%）、「共同事業収入」（28.8%）、「各種補助金・助成金」（11.1%）の順とな

っている。組合の財政基盤を安定させるためには、人件費等の固定費の確保が不

可欠であり、こうした財源として賦課金・会費が重要視されている。しかし、賦

課金・会費の組合員の転嫁にも限界があるので共同事業収入の確保が今後の課題

と思われる。 

現在実施している共同事業を調査したところ「共同仕入・購入」が最も多く、

次いで「情報の収集・発信」「組合員・従業員の福利厚生」「共同宣伝・販売促進」

「共同販売」の順となっており、ヒト・モノ・カネ・情報の経営資源補完型の共

同事業の割合が高い。 

現在実施している事業の今後の方針について調査したところ、一部の共同事業

で縮小・廃止傾向が見られるもののほとんどの事業が現状維持・拡充傾向となっ

ており共同事業の取り組みに対する組合の積極姿勢が伺われる。 

今後、特に重点を置いていく共同事業としては、「共同仕入・購入」、「情報の

収集・発信」と回答した組合が多い。 

共同事業推進上の問題点として、「共同事業の利用が一部組合員に偏っている」

「組合員のニーズの変化による利用率の低下」「資金不足により十分な事業活動

ができない」といった回答の割合が高くなっている。 
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調査の概要 
 
（１）調査目的 
県内の中小企業組合の組織、事業活動、運営体制等がどのように変化しているかの 

実態を把握し、基本的事項のデータベース化並びに組合活性化支援の資料とする。 

 
（２）調査対象・調査期間 

調査対象  県下６８０組合 

調査時点  平成１７年７月１日 

調査期間  平成１７年７月８日～８月１２日 

 
（３）調査手法 
   郵送によるアンケート調査 

 
（４）調査内容 
   ①組合員に関する調査 

   ②組合事務局に関する調査 

   ③組合財政に関する調査 

   ④共同事業に関する調査 

   ⑤ＩＴへの取り組み状況に関する調査 

   ⑥組合活性化への取り組みに関する調査 

   ⑦下請組合に関する調査 

   ⑧新規設立組合に関する調査 

   ⑨中央会の役割に関する調査 

 
（５）回収状況 
   調査対象組合数  ６８０組合 

回収組合数    ３６１組合 

回 収 率    ５３．１％ 

 
※調査回答数を業種別で見てみると 361組合中、異業種（卸売・小売業中心）が 77組合 

（21.3%）で最も多く、次いで製造業が 67組合（18.6%）、建設業が 63組合（17.5%）と 

なっている。 
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■組合員について 

（１）過去５年間の組合員の増減 

 

過去５年間の組合員の増減について調査したところ組合員数が「減少」したと回答した

組合は、206 組合（57.1%）で、「増加」したと回答した組合の３倍近い構成比率を占めて

おり組合員の減少傾向が強くなっている。 

また、組合員数をみると、組合員の減少により「1～20 人」の組合が平成１２年３月末

現在では 183 組合（50.7%）だったのが平成１７年３月末現在では 213 組合（59.0％）と構

成比率が増えている。 

 

 
 
（２）組合員の加入状況（加入理由） 

 

加入した組合員の加入理由をみると「共同経済事業（金融事業を除く）への参加」が 65

組合（27.8%）で最も多く、次いで「組合員の脱退に伴う補充」36 組合（15.4%）、「技術・

市場等についての情報交換・交流・提携」35 組合（15.0%）となっており、消極的理由も

あるが概ね積極的に事業参加することで不足する経営資源を補完し経済的地位の向上を目

指して組合に加入している。 
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（３）組合員の脱退状況（脱退理由） 

 

脱退した組合員の脱退理由をみると「倒産・廃業などによる事業停止」が 194 組合 

（45.8%）で最も多く、次いで「事業の縮小」69 組合（16.3%）、「事業意欲の減退」59 組

合（13.9%）となっている。組合員の脱退理由は、組合の組織運営上の問題というよりも

経済環境の変化、厳しさを反映している。 
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■組合事務局について 

（１）組合の常勤役職員数 

 

組合の常勤役職員数を調査したところ「１人」105 組合（39.2%）が最も多く、「２人」

68 組合（25.4%）とあわせると６割を超える。 

常勤役職員の内訳をみても生産・販売職員を除くと「１人」の割合が６割を超えている。

 

 

 常勤役職員数回答集計 N＝268 

常勤役職員数 回答数 構成比率

1人 105 39.2% 

2 人 68 25.4% 

3 人 29 10.8% 

4 人 19 7.1% 

5 人 11 4.1% 

6～10 人 22 8.2% 

11 人以上 14 5.2% 

合  計 268 100.0% 

 

 

 

■組合財政について 

（１）組合の主要財源 

 

組合の主要財源を第１位から第３位までの合計で見ると「賦課金・会費」（40.0%）、「共同事

業収入」（28.8%）、「各種補助金・助成金」（11.1%）の順となっている。 

組合の財政基盤を安定させるためには、人件費等の固定費の確保が不可欠であり、こうした

財源として賦課金・会費が重要視されている。しかし、賦課金・会費の組合員の転嫁にも限界

があるので共同事業収入の確保が今後の課題と思われる。 
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（２）直近の決算状況 

 

直近の決算状況を調査したところ「黒字である」「収支トントンである」と回答した組合が６

割強を占めている。 

 

  

 

未回答
2.8%

赤字である
29.4%

収支トントンである
28.5%

黒字である
39.3%

 

 

 

（３）財政基盤の強化策 

 

組合の財政基盤の強化策を第１位から第３位の合計で見ると「既存共同事業の活発化」

（20.6%）、「事務局の経費削減」（20.2%）、「組合員の新規加入の促進」（13.6%）の順となってい

る。 

賦課金の増額という組合員への負担転嫁を考えている組合や、自助努力の内、事務局の経費削

減といった消極策もあるが、既存共同事業の活発化や組合員の新規加入促進などの積極策のウ

エイトが多く組合の前向きな姿勢が伺われる。取組姿勢が前向きな組合が多い中で「特に何も

してない」と回答した組合が 11.0%あることも注目される。 
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■共同事業について 

（１）共同事業における現在・過去の実施状況ならびに将来の方針 

 

①現在実施している共同事業 

現在実施している共同事業を調査したところ「共同仕入・購入」が最も多く、次いで「情報

の収集・発信」「組合員・従業員の福利厚生」「共同宣伝・販売促進」「共同販売」の順となっ

ており、ヒト・モノ・カネ・情報の経営資源補完型の共同事業の割合が高い。共同仕入・購入

事業の実施率が高いのは、比較的実施しやすくスケールメリットの発揮によりコスト削減のメ

リットを享受しやすい事業だからだと思われる。 

過去は実施していたが現在は廃止され実施されていない共同事業も多種多様となっており組

合員ニーズの変化等に合わせて実施率の高い事業であっても見直しが行われていることがうか

がわれる。 

 

 

②将来の方針 

＜実施中の事業＞ 

  現在実施している事業の今後の方針について調査したところ、一部の共同事業で縮小・

廃止傾向が見られるもののほとんどの事業が現状維持・拡充傾向となっており共同事業の

取り組みに対する組合の積極姿勢が伺われる。 

「共同仕入・購入」「情報の収集・発信」「共同宣伝・販売促進」「共同受注」などが拡充

意欲の高い事業である一方で、「新分野進出」「新技術・製品開発」など実施率がさほど高

くない事業についても拡充意欲のある事業もあり、組合が組合員のニーズ等に合わせて共

同事業の量的・質的両面の充実を目指しているものと思われる。 

 

＜今後、新たに実施する共同事業＞ 

  今後、新たに実施する共同事業について調査したところ、「産学官連携」「異業種交流・

他組合との連携」など組合の共同事業として必ずしも現在の実施割合が高くない事業への

取り組み意欲が高いのが注目される。「共同仕入・購入」「情報の収集・発信」など現在実

施されている共同事業の中で拡充意欲の強い事業の割合も高く、これらの事業に対して組

合員ニーズが根強いことがわかる。 
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将来の方針（実施中の事業） 
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将来の方針（今後の実施） 
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（２）最近５年間において縮小・廃止した事業 

 

①縮小・廃止した共同事業の有無 

７組合に１組合の割合で縮小・廃止した共同事業があると回答している。新規に開始した事

業と合わせて考えると、環境変化への対応などから組合において共同事業のスクラップアンド

ビルドが実施されていたことがうかがわれる。 

 

表－１４ 共同事業縮小・廃止の有無回答集計 
  N＝361 

 

 

 

 

 

 

 

②縮小・廃止した共同事業の種類 

制度改正があった「高速道路利用料金割引」を除くと「共同仕入・購入」「資金の貸付・手形

割引」の割合が高くなっている。 

 

 

 

③共同事業を縮小・廃止した理由 

共同事業を縮小・廃止した理由としては、「経営環境変化による組合員の利用減少」「組合員

の業態、事業内容の変化」「期待した効果が得られなかったため」などの割合が高くなっている。

 

 

（３）今後、特に重点を置いていく共同事業 
 

今後、特に重点を置いていく共同事業としては、「共同仕入・購入」、「情報の収集・発信」と

回答した組合が多い。その他、組合員の売上増加に寄与する共同事業である「共同宣伝・販売

促進」「共同受注」「共同販売」や「組合員・従業員の福利厚生」、「共同教育訓練・人材開発」

など人材に関する共同事業が多い。現在の主要事業あるいは収益確保に役立つ共同事業に今後

とも重点を置いていくという組合の姿勢がうかがわれる。 

 

回 答 回答数 構成比率

あ る 48 13.3%

な い 238 65.9%

未回答 75 20.8%

合 計 361 100.0%
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共同販売

共同受注

共同仕入・購入

共同梱包・保管・運送

クレジット・商品券発行

共同宣伝・販売促進

高速道路利用料金割引
（ETC）

共同求人・共同募集広告

共同教育訓練・人材開発

共同給食・共同宿舎

厚生年金基金

組合員・従業員の福利厚生

資金の貸付・手形割引

債務の保証

資金の斡旋

リース・レンタル

販売代金共同回収

新技術・製品開発

新分野進出

市場調査・開拓

共同計算

企業診断・経営相談

情報の収集・発信

異業種交流・
他組合との連携

産学官連携

組合員事務の代行

価格・販売の協定

火災等共済・保険代理

組合施設賃貸

外国人研修生共同受入

その他
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（４）共同事業推進上の問題点 

 

共同事業推進上の問題点として、「共同事業の利用が一部組合員に偏っている」「組合員

のニーズの変化による利用率の低下」「資金不足により十分な事業活動ができない」といっ

た回答の割合が高くなっている。 

問題点は、「組合員にかかる要因」「組合全体にかかる要因」「その他の要因」に類型化す

ることができる。 

「組合員にかかる要因」は、いわば組合員間の意思統一、内部調整にかかる問題としてこ

れまでも共同事業運営上の大きな問題としてあがっている。 

「組合自体にかかる要因」は、組合における共同事業の運営体制の問題であり、事務局体

制や資金調達が不十分という問題はあるものの組合員ニーズの多様化に対応していかに効

果的な共同事業を実施していくかが大きな問題点となる。 

「その他の要因」は、外部要因的な問題であり、厳しい経済環境下で競争激化や技術革新

等により組合を取り巻く環境が厳しさを増しつつあることがうかがえる。 
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組合員のニーズの変化による利用率の低下

共同事業の利用が一部組合員に偏っている

組合員の規模間格差により事業運営に支障が出ている

共同事業の競争相手の出現

魅力ある共同事業が何かわからない

組合員ニーズの多様化への対応

技術向上のテンポが早く、設備・施設が陳腐化

資金不足により十分な事業活動ができない

事務局体制が不十分である

共同事業の運営に精通した人材がいない

員外利用に制限がありスムーズな事業運営ができない

意思決定に時間がかかり適時適切な事業運営ができない

その他
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（５）共同事業推進上の問題点への対応策 

 

「組合員間の意思疎通を図るため定期的な会合を開催する」が最も多く「組合員数の増

加を図る」、「委員会を設置して、魅力ある共同事業は何かを検討する」と続き、結束力の

強化と、組合員ニーズの把握や利用面の偏りを是正することなどを目的に定期的に会合を

開催することが特に重要な対応策となっている。 

「特別な対応策などいらない」と回答した組合が７６組合、17.8%に達していることも注

目される。 
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組合事務局を増員し、有能な人材を配置する。

組合員のニーズ別共同事業を実施する

組合員以外の利用率を高める

組合員の意思疎通を図るため、定期的に会合を開催する

競争力のない共同事業は実施しないようにする

委員会等を設置し、魅力ある共同事業とは何かを検討する

機械・設備の新設、更新に努める

増資・制度融資・金融機関借入など資金調達の多様化を図る

別法人を設立して対応する

会社へ組織変更する

組合員数の増加を図る

特別な対応策などはとらない

その他
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（６）今後の共同事業の展開方針 

 

「現在実施している共同事業の改善・活発化を図る」が最も多く「概ね現状のままでよ

い」も 26.9%あるが何らかの形で共同事業の見直しを行う必要があると回答している。 
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概ね現状のままでよい

現在実施している共同事業の改善・活発化を図る

組合員ニーズの多様化に対応する新たな共同事業を開始する

社会情勢の変化に対応する新たな共同事業を開始する

共同事業の一部整理・縮小を行う

共同事業の全体的な見直しを行う

わからない

未回答

 


